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イベント概要 
 
[企業名]  大東建託株式会社 
 
[企業 ID]  1878 
 
[イベント言語] JPN 
 
[イベント種類] 決算説明会 
 
[イベント名]  2025 年 3 月期第 2四半期 決算説明会 
 
[決算期]  2025 年度 第 2 四半期 
 
[日程]   2024 年 10 月 29 日 
 
[ページ数]  53 
  
[時間]   15:30 ‒ 16:55 

 
[開催場所]  インターネット配信 
 
[会場面積]  100 ㎡ 
 
[出席人数]  80 名 
 
[登壇者]  2 名 

代表取締役 社長執行役員 CEO  竹内 啓（以下、竹内） 
取締役 上席執行役員 管理本部長 CFO 岡本 司（以下、岡本） 
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司会：それでは定刻となりましたので、大東建託株式会社、2025 年 3 月期第 2四半期決算説明会
を始めさせていただきます。 

本日の決算説明会の状況は、リモートでも配信させていただいております。なお、本日の説明内容
は、後日ホームページへ掲載いたします。 

本日の予定ですが、取締役上席執行役員管理本部長CFOの岡本より、2025 年 3 月期第 2四半期の
決算概要をご説明した後、主要指標の実績以降を代表取締役社長執行役員CEOの竹内より、ご説
明いたします。その後、質疑応答に入らせていただきます。質問の受付方法は、質疑応答に入る際
にご説明いたします。 

終了は 16 時 30 分を予定しております。それでは早速始めさせていただきます。岡本さん、よろ
しくお願いします。 

岡本：岡本です。本日はご多用のところご参加を賜りまして、ありがとうございます。 

早速ですが、業績の説明に移らせていただきます。特に断りのない限り、連結ベースでご説明いた
しますので、よろしくお願いいたします。 
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まず、4ページをご覧ください。当期の損益の状況について、ご説明いたします。 

10 月 22 日に業績予測の修正を公表いたしました通り、当期第 2四半期は、売上高が前期比 8.4%
増加の 9,072 億円、営業利益が前期比 36.6%増加の 710 億円、中間純利益が前期比 31.1%増加の
511 億円と、計画を上回る結果となりました。詳しくは、後ほどセグメント別にご説明いたしま
す。 
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5 ページをご覧ください。営業利益の前期比較でございます。今期の営業利益は 710 億円となり、
前年同期の 520 億円から 190 億円上回る結果となりました。 

内訳は、完成工事総利益で 162 億円の増加、不動産賃貸事業総利益で 15 億円の増加、不動産開発
事業総利益で 31 億円の増加、その他の事業総利益で 10 億円の増加、そして販管費の増加による
28 億円の減少となっております。 

完成工事総利益の 162 億円の増加は、完成工事高の増加と総利益率の改善によるものです。 

次に、不動産賃貸事業総利益の 15 億円の増加は、管理戸数の増加と、入居率が昨年並みに維持さ
れたことなどによるものです。 

続いて、不動産開発事業総利益の 31 億円増加は、投資用マンションや、買い取りリノベ再販とい
った、収益不動産の販売が順調に推移したことによるものです。 

その他の事業総利益については 10 億円増加しております。原油高による LPガスの仕入れ単価上
昇に伴いまして、ガス供給事業の利益が減少した一方で、マレーシアホテルの稼働率が回復したこ
となどによるものです。 
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最後に、販管費 28 億円の増加は、前期にインフレ手当一時金を支払っており、その反動などで人
件費が減少した一方で、広告宣伝費などが増加したことによるものです。 

 

6 ページをご覧ください。こちらは期初の計画に対する営業利益の増減理由になります。今期の営
業利益 710 億円は、期初計画に対して 150 億円のプラスとなりました。 

内訳は、完成工事総利益で 49 億円の増加、不動産賃貸事業総利益で 18 億円の増加、不動産開発
事業総利益で 22 億円の増加、その他事業総利益で 4億円の増加、販管費の減少によって 57 億円
の増加となっております。 

完成工事総利益の 49 億円の増加は、施工の平準化による建設工事ボリュームの増加などによるも
のです。 

不動産賃貸事業総利益の 18 億円の増加は、昨年並みの入居率を確保できたことなどによるもので
す。 

不動産開発事業総利益 22 億円の増加は、販売ボリュームと利益率の確保を両立できたことなどに
よるものです。 
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その他事業総利益 4億円の増加は、マレーシアのホテルの稼働率改善によるものです。 

最後に販管費の 57 億円の減少は、期初に立てた要員の計画を再度見直したことなどによる人件費
の減少、営業販促キャンペーンの運営費を抑制したことによる減少などによるものです。 

 

次に 7ページをご覧ください。建設セグメントは、完成工事高が前期比 16.2%増加の 2,673 億円、
営業利益は前期比、金額で 172 億円増加の 262 億円となりました。 
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8 ページをご覧ください。総利益率は前期との差で 2.9 ポイント上昇し、25.5%となりました。 

総利益率上昇の内訳は記載の通りでございますけれども、2024 年問題など、建設資材や労務費な
どの原価高騰は続いておりますが、これまで実施してきました価格改定に伴う効果と、輸入木材の
価格低下により、総利益率の改善を図ることができました。 

計画差では 1.3 ポイント増加しました。内訳としましては労務費でプラス 0.4 ポイント、資材費で
プラス 0.7 ポイントとなっています。 
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9 ページをご覧ください。不動産賃貸セグメントは、売上高が前期比 3.1%増加の 5,774 億円、営
業利益は 2.1%減少の 432 億円となりました。 
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10 ページをご覧ください。総利益率、営業利益率は、入居率の低下に伴い、前期比でそれぞれ 0.1
ポイント、0.4 ポイントと低下しておりますけれども、こちらはコロナの発生前、総利益率が大体
10%前後だったことと比べますと、依然高い状況となっております。 
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11 ページをご覧ください。不動産開発セグメントは前期比で大きく増加し、売上高が前期比
103.2%増加の 246 億円、営業利益は前期比金額で 20 億円増加の 28 億円となりました。 
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12 ページをご覧ください。不動産開発セグメントの総利益率は 23.6%となり、営業利益率は効率
的な販売活動もあり、11.7%に改善しています。 
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13 ページをご覧ください。その他の事業は、売上高が前期比 8.0%増加の 379 億円、営業利益が前
期比 30.5%増加の 64 億円となりました。 
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続いて、14 ページをご覧ください。販管費は前期比で 28 億円増加の 853 億円となりました。売
上高販管費率は前期比 0.5 ポイント低下の 9.4%となっています。 
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15 ページをご覧ください。財務状況ですけれども、連結貸借対照表は記載の通りでございます
が、固定負債にありました長期の借入金が、1年以内返済予定の借入金に振り替わりまして、流動
負債のほうに振り替わったということで、流動負債が増加、固定負債が減少となっております。 
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16 ページをご覧ください。こちらは連結キャッシュフローの増減となりますが、スライドに記載
の通りでございます。 
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17 ページをご覧ください。リースの会計基準が 9月に確定いたしました。適用は 2028 年 3 月期
からとなりますけれども、当社の一括借上事業の会計処理がこの新基準に変更されることになりま
して、スライドにもあります通り、リースの資産と負債を貸借対照表に計上することになります。 

具体的な影響につきましては、現時点でも監査法人に確認をとっているところで、まだ具体的な数
値を公表できる段階にはございませんけれども、できる限り早く監査法人との協議を進めまして、
公表させていただきたいと考えております。 

スライドは、仮に現状を注記しています 2兆 5,000 億円の未経過リース料が計上された場合という
ことですけれども、自己資本比率や ROAという数字は低下することになります。ただし、キャッ
シュフローなど、経済的な実態には変化はございません。 

その辺りをご理解いただくために、2028 年 3 月期以降は新しい会計基準の適用前と後、両方の財
務諸表を開示してご説明することを検討中でございます。 

以上で私からの説明を終了いたします。以降は、社長の竹内よりご説明いたします。よろしくお願
いします。 
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竹内：竹内でございます。本日はお足元の悪い中お集まりいただきまして、ありがとうございま
す。 

それでは、主要指標の実績につきまして、私、竹内からご説明させていただきたいと思います。 

19 ページをご覧くださいませ。始めに当期の受注高でございますが、足元若干の金利上昇が見ら
れましたが影響は少なく、前期比 0.4%減少の 2,894 億円となりました。 

受注の工事高につきましては、前期比 3.2%増加の 7,919 億円となりました。 
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続きまして、20 ページをご覧くださいませ。9月末の営業担当者数は、前期比 8名増加の 2,950
名となりました。引き続き、3,000 人体制に向けて採用を行ってまいります。 

また、営業担当者 1人当たりの受注高につきましては、前期と同水準でございますが、1,665 万円
となりました。 
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続きまして、21 ページをご覧くださいませ。 

本年度より 3階建ての ZEH商品の販売を行っております。中層比率につきましては、前期比 4.3
ポイント上昇いたしまして 19.8%となりました。また建替比率におきましては、前期比 6.2 ポイン
ト上昇いたしまして、35.6%となりました。 
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続きまして、22 ページをご覧くださいませ。次に受注単価とキャンセル率の状況でございます。 

左側のグラフに示しておりますのは、受注単価の推移でございますが、価格改定によりまして、前
期比 589 万円増加の 1億 4,036 万円となりました。 

右のグラフで示させていただいておりますのが、キャンセル率の推移でございまして、前期比 1.2
ポイント改善の 13.4%となりました。引き続き、契約時に融資確定を行うことで、キャンセル率の
発生を抑えていきたいと考えております。 
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続きまして、23 ページをご覧くださいませ。当期のリピート顧客の割合でございますが、前期比
0.4 ポイント増加の 70.5%となりました。こちらは、既存のお客様へのグリップ強化活動をしてい
ることが、リピート契約の増加につながっていると捉えております。 
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続きまして、24 ページをご覧くださいませ。入居者斡旋件数は、前期比 2.6%増加の 16 万 3,244
件となりました。 
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続きまして、25 ページをご覧くださいませ。家賃ベースの入居率でございますが、前年同月比で
0.1 ポイント増加の 97.4%となって、引き続き高い入居率を維持している状況でございます。 



 
 

 
24 

 

 

続きまして、26 ページをご覧くださいませ。件数入居率は、前年同月比同水準の 97.5%となりま
した。 
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続きまして、当期の見通しについて、ご説明させていただきます。 

28 ページをご覧くださいませ。今月 22 日に公表させていただきました通り、通期の見通しにおい
て上方修正をさせていただきました。 

売上高は、建設事業を見直したことから、1兆 8,200 億円から 1兆 8,300 億円へ。売上総利益は建
設事業、不動産開発事業を見直して、3,030 億円から 3,075 億円へ。営業利益はこれらにさらに販
管費の見直しを踏まえまして、1,100 億円から 1,200 億円へ修正させていただきました。 
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続きまして、29 ページをご覧くださいませ。ここで建設事業の下期計画について、少し補足させ
ていただきます。先ほど 8ページでご説明させていただきました通り、上期においては木造物件の
割合が増えたことによって、利益率が改善いたしました。 

しかしながら、下期は反対に RC、鉄筋コンクリート物件の割合が上昇し、利益率を押し下げる見
通しでございます。 

さらに、上期影響が少なかった 2024 年問題に対して、下期においては、特に運送、物流費用が上
昇すると見込んでおります。資材費、労務費が増加する見通しでおります。 

原価高騰につきましては、計画の利益率 25%を確保できるように、原価の低減に努めていきたい
と考えております。 
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続きまして、株主還元について、ご説明させていただきます。31 ページをご覧くださいませ。 

配当につきましては、当期の中間配当、計画通り前期比 20 円増配の一株当たり 287 円を、11 月
22 日にお支払いさせていただく予定でございます。 

なお、年間配当は配当性向 50%と上方修正を踏まえまして、前期比 75 円増配の一株当たり 630 円
とさせていただく予定でございます。 
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最後に、中期経営計画の進捗状況について、ご説明させていただきます。33 ページをご覧くださ
いませ。 

今年度から開始させていただきました中期経営計画でございますが、ご覧いただきますように、三
つの柱からなっております。 

一つ目は、人的資本経営の推進。そして二つ目に、強固なコア事業の確立。三つ目に、注力分野へ
の対応という、この三つの柱を掲げさせていただいて、現在取り組んでおります。 

最終年度の目標といたしましては、売上高で 2兆円、営業利益で 1,400 億円、ROE20%と設定させ
ていただきました。次ページ以降で、それぞれの取り組みの状況について、触れたいと思います。 
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それでは 34 ページをご覧くださいませ。始めに、人的資本経営の推進についてでございます。社
員の働きやすさ、そして働きがい、この二つを高めるために、取り組みを推進させていただいてお
ります。 

上期におきましては、左上のところにございますように、グループの全従業員 1万 5,500 名に対
し、合計で 36 万株、約 64 億円の譲渡制限付きの株式を付与させていただきました。 

また、兵庫県の朝来市でバイオマス発電を 4月から稼働させていただきました。4,000 万キロワッ
トアワーの発電所で、現在発電しております。これによって、西日本の事業所で使用する電気をま
かなうことができ、RE100 の達成率を 50%まで引き上げることができました。 

そして、右下のところにございますが、弊社は、おかげさまで長きにわたる国産材の利用活用の取
り組みを今回評価いただきまして、木材利用推進コンクールというものがございますが、最高位で
あります農林水産大臣賞を、おかげさまで受賞することができたということでございます。今後
も、国産材のさらなる普及に努めていきたいと考えております。 
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続きまして、35 ページをご覧くださいませ。二つ目は、強固なコア事業の確立でございます。こ
ちらも 3点取り組みをさせていただいております。 

上から、インフレによる労務費ですとか資材費の高騰、2024 年問題に対応するために、販売価格
を上げることによって実施させていただいておりますが、今回 10 月の値上げにつきましては、一
度見送りをさせていただきましたが、来年 1月から 3%の値上げを予定しております。 

2 点目は、施工量の平準化でございます。上期は月ごとの施工量に多少ばらつきがございました
が、これをしっかり平準化させていこうということで、通期で 100 億円の工事高増加を予定して
おります。 

そして三つ目の建替の促進ということで、こちらは自社物件、そして他社物件ともに建替の契約を
増やすことができたという結果でございます。 
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続きまして、36 ページをご覧くださいませ。ここからは本中計における注力分野として、3点ご
紹介させていただきます。 

1 点目は、不動産開発事業の拡大でございます。上期は前期比で 3.3 倍、小さい数字ですが 3.3 倍
の営業利益を計上することができました。 

これを踏まえまして、営業利益計画を 2倍の 40 億円に上方修正させていただこうということで、
社内は盛り上がっております。 

現在、下の段に記載しておりますように、投資マンション、また開発販売の在庫も順調に増加して
いる状況でございます。今後も、売上、利益ともに伸ばしていけると考えております。 
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続きまして、37 ページをご覧くださいませ。こちらは海外事業の展開でございます。 

アメリカの第 1号案件として、カリフォルニア州に、そちらに写真がございますような、これは賃
貸物件でございますが、8棟 32 戸の物件を取得し、現在リノベーションを実施して販売していく
予定でございます。 

また、下段に 2030 年には管理戸数世界一を目指すんだという、このような計画で進めさせていた
だいておりますが、まだ現在、8棟 32 戸という状況でございます。 
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続きまして、38 ページをご覧くださいませ。当社グループらしいまち作りの状況でございます
が、この 10 月から、まちづくり推進室を発足させていただきました。 

今後、自治体ですとか、共同事業体とのアライアンスを広げて、プロジェクトを強力に推し進めて
いきたいと考えております。 

こちらの写真に出ておりますのはプロジェクトの一例でありますが、千葉県で ZEHタウン開発を
挙げさせていただいております。当社が注力している ZEHの賃貸住宅建設によって、暮らしの質
と向上、そして脱炭素の実現ができると考えております。 

また、このまちづくりの一環として、高齢化社会が進んでいく中にあって、社会課題解決のため
に、高齢者のケア施設の展開にも力を入れさせていただいております。 

この上期においては、住宅型の老人ホームなど、合わせて 43 施設 100 億円の請負を獲得すること
ができました。 

以上が、中期経営計画に対するご説明でございます。 
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続きまして、先ほど 15 時にハウスコムの完全子会社化に関するお知らせを発表させていただきま
した。 

ハウスコムは、現在当社が持分の 52%を保有する上場子会社で、スタンダード市場へ上場、そし
て賃貸アパート・マンションの仲介あっせん事業をコア事業としている会社でございます。 

この度、ハウスコムの株式一株に対しまして、大東株式を 0.08 株の割合で株式交換を行い、2月 1
日をもって完全子会社化する運びとなりました。 

なお、当社がハウスコムへ交付する株式は、当社の自己株式を活用する予定となっております。 
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次のページをご覧くださいませ。完全子会社化する理由についてでございますが、賃貸の仲介業界
で年々競争が激化する中、不動産業界におけるデジタルトランスフォーメーションなど、今後の事
業環境の変化に備えていく必要があると考えております。 

また、現在 100%子会社である大東建託リーシングが行っておりますフランチャイズ事業が、ハウ
スコムの行う事業とグループ内でカニバリを発生させているということがありまして、完全子会社
化することにいたしました。 

完全子会社化することによって、これらの問題が解決されるだけでなく、双方の持つノウハウとい
うものが、これを融合させることによって、さらに事業拡大を図るとともに、コストの削減におい
てもつなげていけるのではないかと考えております。 

なお、完全子会社化による当期収益への影響は軽微でございます。 

以上、こちらでご説明は全て終わらせていただきたいと思います。 

司会：竹内さん、ありがとうございました。 
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